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Ⅰ 調査研究の背景と目的 

少子高齢化が進み、地域完結型医療体制の構築が図られる中、医療法人等の提携・連

携の推進が求められている。このような状況下、社会保障制度改革国民会議（以下、国

民会議）等で非営利ホールディングカンパニー組織（非営利ホールディング型法人制度）

やヘルスケア REIT の創設に関し議論が進んでいる。 

一方、地域の中核的役割を担う医療法人として、非営利性、公益性を強化した社会医

療法人制度が導入され、2008 年 7 月に初の社会医療法人の認定が行われて以来 2013

年度末現在 215 法人を数えるが、当初の導入目的に沿ったものとなっているか等、そ

の実情は明らかではない。 

そこで本調査研究では、非営利ホールディングカンパニー組織及びヘルスケア REIT

創設に関する論点・留意事項について整理するとともに、社会医療法人が地域でどのよ

うな活動状況にあるのか、その現状について調査する。 

 

本調査研究の検討事項 

①非営利ホールディングカンパニー組織創設に関わる論点・留意事項の整理 

②ヘルスケア REIT 創設に関わる論点・留意事項の整理 

③社会医療法人の現状調査 
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Ⅱ 調査研究体制 

本調査研究は、以下の構成による委員会を設置し、本事業に関する意見交換や検討を

行い、それを踏まえて研究を推進した。 

 

（敬称略・五十音順） 

○企画検討委員会委員                   

委員長    ：田中 滋  （慶應義塾大学大学院 経営管理研究科 教授） 

委員     ：五十嵐邦彦 （公認会計士） 

委員     ：石井 孝宜 （公認会計士） 

委員     ：土屋 敬三 （独立行政法人福祉医療機構 共済部 部長） 

委員     ：西澤 寛俊 （公益社団法人 全日本病院協会 会長） 

○研究班委員会委員 

委員     ：堤  達朗 （株式会社メディカルクリエイト 取締役） 

委員     ：裵  英洙 （メディファーム株式会社 代表取締役） 

○ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 

厚生労働省医政局指導課 

○事務局 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ  ：松原 由美 （株式会社明治安田生活福祉研究所 主席研究員） 

ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ    ：大西 規加 （株式会社明治安田生活福祉研究所 研究員） 

：恩田 裕之 （株式会社明治安田生活福祉研究所 研究員） 

：澤  耕一 （株式会社明治安田生活福祉研究所 研究員） 

：山本健太郎 （株式会社明治安田生活福祉研究所 研究員） 

 

 

委員会の開催状況は以下のとおりである。 

 

企画検討委員会 

・第1回企画検討委員会：2013年6月10日 

・第2回企画検討委員会：2013年7月24日 

・第3回企画検討委員会：2013年11月6日 

・第4回企画検討委員会：2014年3月19日 

 

研究班委員会 

・第1回研究班委員会：2013年6月16日 

・第2回研究班委員会：2013年8月2日 

・第3回研究班委員会：2013年10月14日  


